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第 3 分析の方法及び構成  
1 議論の前提として、従来の複数汚染源に対する差止めの学説を整理し、分析を
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を検証する（第 3 章）。  
4 最後に、全部差止義務の根拠及び要件を整理し、提案するとともに、訴訟及び
執行の一つのモデルを示すことを試みたい（第 4 章）。 
 
第 1 章 複数汚染源に対する差止めについての従来の学説・判例  




















2 森島昭夫「公害における責任の主体」ジュリスト 458 号（1970 年）365 頁。  
東北ローレビュー Vol.8 (2020. November) 
複数汚染源に対する差止の根拠及び要件 






























3 東孝行『公害訴訟の理論と実務』有信堂（1971 年）113―114 頁以下、214―215 頁以下。  
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4 沢井裕『公害差止の理論』日本評論社（1976 年）157 頁以下。  
5 山口和男「複合汚染に対する差止請求についての一考察」司法研修所論集  創立 30 周年記念号
Ⅰ．（1977 年）203 頁以下  
6 大塚直『環境法（第 3 版）』有斐閣（2010 年）692 頁以下。  
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理由は、連帯的差止説をとると被告に過酷な結果となること、他方、一律の削減率
を課するのであれば訴訟遅延をもたらすこともないということからである。そして、





























賠償法講座 5』日本評論社（1973 年）75 頁以下。  
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8 牛山積「共同不法行為と差止請求」法律時報 47 巻 4 号（1975 年）26 頁、同「複数汚染源に対
する差止請求」自由と正義 34 巻 4 号（1983 年）22 頁。  
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9 木村保男＝東畠敏明＝坂和章平「複数汚染源に対する差止請求」法律時報 50 巻 10 号（1978 年）
86 頁。  
10 淡路剛久「公害・環境問題と法理論（その五）―最近の公害・環境訴訟を中心に―」ジュリス
ト 844 号（1985 年）90 頁  
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れても仕方のない程度の関係であるとする（以上、民法 719 条 1 項前段の類推適用
による差止的関連共同性）。  

























11 近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟」ジュリスト 489 号 128 頁、同 490 号 118 頁（以上 1971 年）
における霜島発言、公害法研究会「公害事業者責任法の提案」ジュリスト 494 号（1971 年）86
頁、日本弁護士連合会「環境保全基本試案要綱」自由と正義 24 号（1973 年）4 頁、67 頁以下。  
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第 2 複数汚染源に対する差止めについての学説の評価  
共同不法行為に関する議論を差止めに類推適用するという議論が中心であり、差止








第 2 章 複数汚染源に対する全部差止義務の根拠及び要件に、共同不法
行為の規定を類推適用することの可否 
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第 2 関連する学説等の整理  
1 共同不法行為に関する学説・判例の外観12 














12 吉村良一『不法行為法（第 5 版）』有斐閣（2017 年）250 頁以下、潮見佳男『基本講義  債権
各論Ⅱ  第 3 版』新世社（2020 年）175 頁以下の分類を参考にした。  
13 我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為  （新法学全集）』日本評論社（1937 年）193 頁。加




14 最判昭和 43 年 4 月 23 日民集 22 巻 4 号 964 頁（山王川事件）は、被告国が設置した工場の廃
水により山王川が汚染されたことで流域の耕作者たる原告らに減収が生じたことを理由として、









15 潮見『基本講義』・前掲（注 12）177 頁以下。  
16 淡路剛久『公害賠償の理論』有斐閣（1975 年）126 頁以下、能見善久「特殊な不法行為（3）
民法 719 条の不法行為を中心として」高木多喜男ほか『民法講義 6 不法行為等（大学双書）』有
斐閣（1977 年）255 頁以下、平井宜雄『債権各論Ⅱ  不法行為』弘文堂（1992 年）189 頁以下、
沢井裕『テキストブック  事務管理・不当利得・不法行為（第 3 版）』有斐閣（2001 年）344 頁以
下。  
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つの損害について連帯責任を負うと解することは可能であることから、民法 719 条 1
項前段の存在意義がないと批判する。そして、民法 719 条 1 項の共同不法行為の意
義は、個別的因果関係の立証緩和にあると主張する。すなわち、民法 709 条の個別
的因果関係の立証が困難な場合であっても、関連共同性の要件が加わることで、共同
行為と損害との間の因果関係の立証で足りるとする点に、民法 719 条 1 項前段の存
在意義があるとしたのである。  
公害における下級審判例17においても、有力説を前提とする判示がなされているも



























18 吉村『不法行為法』・前掲（注 12）252 頁、253 頁。  
19 末弘巌太郎『債権各論』有斐閣（1918 年）1099 頁、1100 頁。  
20 我妻・前掲（注 13）193 頁以下、加藤・前掲（注 13）207 頁以下など。  
21 前掲（注 14）最判昭和 43 年 4 月 23 日民集 22 巻 4 号 964 頁。  
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他方、主観的要件のない複数行為者については、民法 719 条 1 項前段によっては
処理できないが、因果関係の確定が困難な場合には、当該権利侵害を惹起する危険性









22 加藤・前掲（注 13）208 頁。  
23 吉村『不法行為法』・前掲（注 12）256 頁以下の分類を参考にした。   
24 前田達明『不法行為法』青林書院（1980 年）180 頁以下。  
25 森島昭夫『不法行為法講義』有斐閣（1987 年）99 頁以下も同様の見解を示す。  
26 森島・前掲（注 25）104 頁も同様の見解を示す。  
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公害に関する下級審判例においても、類型説をとっているとみられるものがある
（後記第 3 2 の判例①及び②参照）27。 
（ａ） 民法 719 条 1 項前段に、主観的関連共同、客観的関連共同の 2 種類の共
同不法行為を認める立場（平井説28、能見説29） 



























28 平井・前掲（注 16）189 頁以下。  
29 能見・前掲（注 16）256 頁以下によると、主観的共同不法行為の場合には、個別的因果関係は
擬制されるが、客観的共同不法行為の場合には、個別的因果関係は推定されるにすぎないとする。  
30 淡路・前掲（注 16）126 頁以下。  





民法 719 条 1 項前段と後段（類推）の一体的適用を主張する。  





ている。条文上の根拠は、いずれの共同不法行為についても民法 719 条 1 項の前段とする。  
33 前田陽一「民法 719 条 1 項後段をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アスベスト訴訟を
契機として」野村豊弘先生古希記念論文集『民法の未来』商事法務（2014 年）291 頁以下による
と、①民法 719 条 1 項前段の共同不法行為（主観客観併用による「強い関連共同性」を有する「共
同行為」との因果関係の立証により個別的因果関係が擬制されることで減免責の余地のない全部
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淡路説によると、関連共同性の要件により個別的因果関係の立証が不要となる点に
























（Ｃ） 狭義の共同不法行為（民法 719 条 1 項前段）を限定する説  
（ａ） 「強い関連共同性」がある場合に限るとする説（潮見説35） 








34 四宮和夫『不法行為（事務管理・不当利得・不法行為  中巻・下巻）現代法律学全集 10』青林
書院（1987 年）760 頁以下。  
35 潮見佳男『不法行為法Ⅱ［第 2 版］』信山社（2011 年）149 頁―152 頁、162 頁以下。  
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それに限らず、社会通念上一体と評価される場合を含むとする 38。  











36 潮見『不法行為法Ⅱ』・前掲（注 35）201 頁以下によると、寄与度不明の場合に、「弱い関連共
同性―複数行為者の行為の一体性」類型として民法 719 条 1 項後段の類推適用をしうるには、加
害行為の時間的・場所的近接性とともに、時間的・場所的に近接した空間内で、個々の寄与度を
証明困難とする事情が被害者側に存在していることが必要であるとする。  
37 内田貴『民法Ⅱ（第 3 版）』東京大学出版会（2011 年）529 頁以下、同「近時の共同不法行為
論に関する覚書（上）（下）―条文にない概念」ＮＢＬ1081 号 4 頁、同 1082 号 32 頁（2016 年）、
同「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）（下）―719 条 1 項後段の解釈論」ＮＢＬ1086
号 4 頁、同 1087 号 19 頁（2016 年）。  




39 四宮・前掲（注 34）792 頁、吉村『不法行為法』・前掲（注 12）252 頁以下、潮見『基本講義』・
前掲（注 12）177 頁以下。  
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（Ⅱ） 要件  
（ⅰ） 「共同行為者」の意義 




















40 我妻・前掲（注 13）196 頁。  
41 加藤・前掲（注 13）211 頁。  
42 前田達明・前掲（注 24）191 頁以下。近年、潮見『不法行為法Ⅱ』・前掲（注 35）219 頁は、
当該権利・法益侵害を惹起する危険性を含んだ行為をした者とする。内田「覚書（続）（上）」・前
掲（注 37）6 頁、7 頁も同様の見解を示す。  
43 能見・前掲（注 16）263 頁。  
44 幾代通＝徳本伸一『不法行為法』有斐閣（1993 年）228 頁以下。  
45 四宮・前掲（注 34）794 頁、平井・前掲（注 16）189 頁以下。  




47 内田「覚書（続）（上）」・前掲（注 37）7 頁以下によると、「共同行為者」要件を当該権利侵害
を惹起する危険性がある者に厳格に制限すれば、他原因者不存在の証明は要件として不要とする。 
48 我妻・前掲（注 13）196 頁では、本条項の趣旨が、被害者の保護及び共同行為者への戒めにあ
るとして、免責を否定する。  
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のために、因果関係を推定して連帯責任を認めた規定とする説明が有力である（共同
行為者による因果関係不存在の抗弁の立証を許す）49・50。 
（Ⅳ） 後段の類推適用  
民法 719 条 1 項前段の存在意義を因果関係の立証軽減に求める反面、関連共同性
の要件を厳格に解する有力説の立場から、因果関係の存否不明の場合だけではなく、
寄与度不明（累積的競合51）の場合にも、前述の本条項後段の趣旨が妥当するとして、
本条項後段の適用ないし類推適用をするのが通説である 52・53・54。  
さらに、重合的競合（単独では権利侵害はあるが損害は発生しないか、極めて微小
な損害しか発生しない複数の加害行為がきわめて多数累積することで損害が発生し
た場合）などの場合に、民法 719 条 1 項後段を類推適用する議論がなされている 55。 
下級審判例にも同条項後段の適用ないし類推適用をしているものがある。近時の大
気汚染訴訟においても、同条項後段の適用ないし類推適用をしているものがある（後




すという特徴があることから、民法 719 条 1 項後段の類推適用が可能か否か、可能
 
49 末弘・前掲（注 19）1101 頁、加藤・前掲（注 13）210 頁以下、能見・前掲（注 16）261 頁以
下、前田達明・前掲（注 24）191 頁以下、幾代＝徳本・前掲（注 44）228 頁以下、吉村『不法行
為法』・前掲（注 12）252 頁以下、潮見『基本講義』・前掲（注 12）177 頁以下など。  






為法の立法的課題』別冊ＮＢＬ155 号（2015 年）225 頁。前田陽一・前掲（注 33）291 頁以下に
よると、後述の重合的競合を含めて累積的競合を定義する。  
52 民法 719 条 1 項前段について、新主観的関連共同説をとる立場から、前田達明・前掲（注 24）
192 頁、森島・前掲（注 25）102 頁、103 頁。客観的要素をも考慮して民法 719 条 1 項前段の適
用を認める立場から、沢井『テキストブック』・前掲（注 16）359 頁（ただし、民法 719 条 1 項
前段と後段の両条項の類推適用とする）、前田陽一・前掲（注 33）329 頁。潮見『不法行為法Ⅱ』・
前掲（注 35）201 頁以下は、前記注 36 のとおり民法 719 条 1 項後段の類推適用の範囲を限定す
る。  
53 能見・前掲（注 16）262 頁は、本条項を寄与度不明の場合に適用することに反対する。  
54 四宮・前掲（注 34）796 頁以下は、寄与度不明の場合には頭割りの分割責任にするとする。  
55 前田陽一・前掲（注 33）319 頁。大塚「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討」・前掲
（注 51）225 頁は、立法論の議論として、累積的競合の場合には民法 719 条 1 項後段を類推適用
するのと同様の見解、重合的競合の場合にはリスク寄与度に応じた限度責任を提案する。  
56 横浜地判平成 24 年 5 月 25 日（裁判所ホームページ）、東京地判平成 24 年 12 月 5 日判例時報
2183 号 194 頁、大阪地判平成 28 年 1 月 22 日判例タイムズ 1426 号 49 頁など。  
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な場合の要件（加害者の行為の危険性の程度57、加害者の範囲の特定の要否58など）
が問題となっている。  
（3） 共同不法行為と競合的不法行為との関係  
伝統的立場及び最高裁判例においては、共同不法行為においても各人が独立に不法
行為の要件を充たすことが要求されていたため、共同不法行為と基本型不法行為の競
































60 沢井『テキストブック』・前掲（注 16）360、361 頁。  
61 平井・前掲（注 16）207 頁―209 頁。吉村『不法行為法』・前掲（注 12）273 頁も同様の見解
を示す。  
62 能見・前掲（注 16）262 頁、266 頁。大塚「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討」・前
掲（注 51）225 頁、吉村『不法行為法』・前掲（注 12）272 頁、 潮見『不法行為法Ⅱ』・前掲（注
35）197 頁、198 頁も同様の見解を示す。  
63 平井・前掲（注 16）207 頁、208 頁、212 頁。  
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判例は、大阪国際空港公害訴訟控訴審判決（大阪高判昭和 50 年 11 月 27 日判例時




64 沢井『テキストブック』・前掲（注 16）360、361 頁は、競合的不法行為を共同不法行為の一類
型に位置づけた上で、同様の結論を導いている。  
65 吉村『不法行為法』・前掲（注 12）124 頁以下、根本尚徳『差止請求権の理論』有斐閣（2011
年）23 頁以下の分類を参考にした。  
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ている（最大判昭和 61 年 6 月 11 日民集 40 巻 4 号 872 頁―北方ジャーナル事件、最



















文集『企業法の変遷』有斐閣（2009 年）45 頁の分類を参考にした。  
67 大阪弁護士会環境権研究会編『環境権』日本評論社（1973 年）157 頁以下。  
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72 吉田克己『現代市民社会と民法学』日本評論社（1999 年）242 頁以下、同「景観利益の法的保
護」判例タイムズ 1120 号（2003 年）67 頁。  
73 福永有利「新訴訟類型としての『集団利益訴訟』の法理―環境保護訴訟・消費者保護訴訟につ




74 根本・前掲（注 65）123 頁注（2）では、吉田説の秩序違反説は、（形式的）法的根拠の段階で
はなく、実質的発生根拠の段階の理論であるとして、秩序違反説を差止請求権の法的根拠の一つ
として分類していない。すなわち、同書 21 頁、22 頁（注）32 によると、藤岡康宏「競争秩序と





75 吉田『現代市民社会と民法学』・前掲（注 72）242 頁以下、同「景観利益の法的保護」・前掲（注
72）67 頁。  
76 広中俊雄『新版民法綱要第一巻』創文社（2006 年）1 頁以下。  
77 根本・前掲（注 65）30 頁以下。  
78 根本・前掲（注 65）52 頁。  
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15 号（1956 年）91 頁以下。  




害賠償法講座 5』日本評論社（1973 年）395 頁。  
82 吉村・前掲（注 16）127 頁。  
83 根本・前掲（注 65）51 頁。  
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84 根本・前掲（注 65）105 頁。  
85 沢井裕『公害差止の法理』日本評論社（1976 年）42 頁以下。  
86 藤岡康宏「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察―」早稲田法学 80 巻 3 号
（2005 年）178 頁。根本・前掲（注 65）95 頁以下。  
87 舟橋諄一『法律学全集 18 物権法』有斐閣（1960 年）35 頁以下、同「物権編序説」舟橋諄一
＝徳本鎮編『新版注釈民法（6）』有斐閣（1997 年）11 頁。  
88 沢井『公害差止の法理』・前掲（注 85）42 頁以下。  
89 加藤一郎「序論―公害法の現状と展望―」加藤一郎編『公害法の生成と展望』岩波書店（1968
年）1 頁以下。  
90 上村明広「差止請求訴訟の機能」新堂幸司編集代表『講座民事訴訟②訴訟の提起』弘文堂（1984
年）273 頁以下。  




92 根本・前掲（注 65）10 頁以下、118 頁以下。  
東北ローレビュー Vol.8 (2020. November) 
複数汚染源に対する差止の根拠及び要件 

























93 舟橋『法律学全集 18 物権法』・前掲（注 87）26 頁以下。  
94 沢井『公害差止の法理』・前掲（注 85）48 頁以下。  
95 上村・前掲（注 90）287 頁。  
96 藤岡「不法行為と権利論」・前掲（注 86）178 頁。根本・前掲（注 65）95 頁以下。  
97 吉村『不法行為法』・前掲（注 12）127 頁以下。根本・前掲（注 65）112 頁以下。  
98 沢井『公害差止の法理』・前掲（注 85）3 頁以下、50 頁、258 頁。  
99 根本・前掲（注 65）112 頁以下によると、沢井説につき権利説と違法侵害説の複合構造説と評
価する。  
100 大塚直「人格権に基づく差止請求―他の構成による差止請求との関係を中心として」民商法雑
誌 116 巻 4＝5 号（1997 年）1 頁以下。  
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①大阪地判平成 3 年 3 月 29 日判例時報 1383 号 22 頁，判例タイムズ 761 号 46 頁
（西淀川第 1 次公害訴訟事件）  
 
101 四宮・前掲（注 34）477 頁以下。  
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②横浜地裁川崎支判平成 6 年 1 月 25 日判例時報 1481 号 19 頁，判例タイムズ 845
号 105 頁（川崎第 1 次公害訴訟事件）  
③岡山地判平成 6 年 3 月 23 日判例時報 1493 号 3 頁，判例タイムズ 845 号 46 頁（倉
敷公害訴訟事件）  
④大阪地判平成 7 年 7 月 5 日判例時報 1538 号 17 頁，判例タイムズ 889 号 64 頁（西
淀川第 2 次～第 4 次公害訴訟事件）  
⑤横浜地裁川崎支判平成 10 年 8 月 5 日判例時報 1658 号 3 頁，判例タイムズ 988
号 74 頁（川崎第 2 次～第 4 次公害訴訟事件）  
⑥神戸地判平成 12 年 1 月 31 日判例時報 1726 号 20 頁，判例タイムズ 1031 号 91
頁（尼崎公害訴訟事件） 
⑦名古屋地判平成 12 年 11 月 27 日判例時報 1726 号 20 頁，判例タイムズ 1031 号
91 頁（名古屋南部公害訴訟事件）  

















104 村松昭夫「公害と国の責任  西淀川判決と国道 43 号線最高裁判決の積極的意義」法律時報 67
巻 11 号（1995 年）25 頁によると、判例③で二酸化窒素を含む大気汚染と呼吸器疾患との因果関
係を認める判断を下し、判例①、判例②でこれを否定した原因は、国の公害責任を追及している
かどうかに尽きると指摘する。  
105 田山輝明「川崎大気汚染公害第二次～四次第一審判決」判例評論 500 号（2001 年）33 頁。篠
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ものと評価する。   
106 仮処分については、自動車の排気ガス等による健康被害等を理由とした尼崎地域を通過する大
阪西宮線の建設工事禁止を求める仮処分申請に対し、自動車交通量の制限を命じた仮処分命令が
ある（高速道路建設工事禁止仮処分申請事件―神戸地裁尼崎支決昭和 48 年 5 月 11 日）。  
107 吉村良一「東京大気汚染公害判決の問題点」法律時報 75 巻 2 号（2003 年）1 頁、同「大気汚






1116 号（2003 年）39 頁以下では、横田基地第 1 次、第 2 次訴訟最高裁判決（最判平成 5 年 2 月
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次～第 4 次公害訴訟事件（判例④）における訴外企業らとの和解も同時に成立した。 
（Ⅱ） 判旨 
（民法 719 条 1 項前段の共同不法行為）  
共同不法行為における各行為者の行為の間の関連共同性については、共謀ないし共
同の認識があることを必要とせず、客観的関連共同性で足りると解される。  
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（民法 719 条 1 項後段の共同不法行為）  





（2） 判例② 川崎第 1 次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
川崎市川崎区又は同市幸区に居住等し、公健法に定める指定疾病の認定を受けた患
者又はその相続人らが、川崎市川崎区に事業所を有する被告企業 13 社、国道 1 号線、
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（民法 719 条 1 項前段の共同不法行為）  
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（4） 判例④ 西淀川第 2 次～第 4 次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
判例①の第 2 次～第 4 次訴訟である。  
審理中に、被告企業 1 社について訴えが取り下げられ、また、残りの被告企業 9
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主張する（責任分割の抗弁）。これに対し、被害者側は強い共同関係があることを主
張して反証する（積極否認）。  





民法 719 条 1 項前段は、共同行為者の行為によって全部の結果、あるいはその主
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（5） 判例⑤ 川崎第 2 次～第 4 次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
本判例は、判例②の第 2 次～第 4 次訴訟事件である。  
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（6） 判例⑥ 尼崎公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
尼崎地域の公健法の認定患者又はその相続人らは、訴外企業 9 社の操業する重化学
工業の工場排煙、並びに被告国が管理する国道 43 号線、国道 2 号線及び阪神高速道
路公団（以下、「被告公団」という。）が管理する大阪西宮線からの自動車排出ガスに
よる大気汚染が原因で健康被害を生じたことを理由として、訴外企業 9 社、被告国及
び被告公団に対し、92 億 5800 万円の損害賠償と大気汚染物質の差止を求めて提訴し
た。  
訴訟中、原告と訴外 9 社との間で、総額 24 億 2000 万円を支払うとの訴訟上の和
解が成立した。  
本判例は、道路管理者としての被告国及び被告公団との関係で、国家賠償法 2 条 1
項、民法 719 条に基づく損害賠償請求を一部認容した。また、差止請求につき、上
記被告らに対し、国道 43 号線の沿道 50ｍ以内に現住する原告らの居住地において、
浮遊粒子状物質につき 1 時間値の 1 日平均値 0．15ｍｇ／㎥を超える数値が測定され
る大気汚染を形成してはならない旨の一部認容判決をした。  
（Ⅱ） 判旨 
（ⅰ） 共同不法行為の成否  
（Ａ） 民法 719 条の要件及び効果 
（民法 719 条 1 項前段の共同不法行為）  
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（民法 719 条 1 項後段の共同不法行為）  
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（ａ） 工場排煙と道路排煙の関連共同性  




による大気汚染につき、訴外企業らと被告国及び被告公団に民法 719 条 1 項前段の
関連共同性は認められない。  
また、前記 a、c 及び各排煙の健康被害に対する原因力の相違等を総合考慮した結
果、訴外工場排煙と道路排煙による大気汚染につき、民法 719 条 1 項後段の類推適
用も認められない。  
（ｂ） 本件道路の各道路排煙間の関連共同性  
（国道 43 号線と大阪西宮線の各道路排煙間の関連共同性）  
a 被告国と被告公団の関係（被告国と被告公団の資本関係、旧建設大臣の被告公団
の機関に対する任命権、解任権、指示監督権等があること）、b 国道 43 号線と大阪西
宮線の立地状況（大阪西宮線は、国道 43 号線の広い中央分離帯を利用して建設され、
国道 43 号線の真上に設置されていること）、c 各道路の道路排煙による大気汚染状況
（両者の道路排煙を区別して健康影響を検証することは不可能であること）等に照ら
せば、各道路の道路排煙は社会観念上一体のものと評価でき、各道路排煙間について
は、民法 719 条 1 項前段の関連共同性が認められる。  
国道 43 号線及び大阪西宮線の各設置・管理に瑕疵がある場合、国道 43 号線沿道
の大気汚染による健康被害について、両者の道路管理者である被告国及び被告公団は、
同規定に基づき損害賠償の全部義務（不真正連帯債務）を負担する。 
（国道 2 号線の道路排煙と大阪西宮線及び国道 43 号線の道路排煙の関連共同性） 
a 国道 2 号線と大阪西宮線及び国道 43 号線の各立地状態（国道 2 号線と大阪西宮
線及び国道 43 号線との間は約 600ｍ以上の距離がある。）、b 各道路排煙の相互の沿
道地域に対する大気汚染の形成への関与の状態（各道路排煙の拡散、距離減衰のある
こと）等に照らせば、c 被告国及び被告公団の前述の関係を考慮しても、国道 2 号線
の道路排煙と大阪西宮線の道路排煙との間には、民法 719 条 1 項前段の関連共同性
は認められない。  
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また、国道 2 号線の道路排煙が健康被害の発症・増悪の原因力の一部を構成する程











号線と複合して国道 43 号線沿道の大気汚染を形成している。  









（Ｂ） 差止命令の内容  





た 1 日平均値の 98 パーセント値を本件道路にも当てはめて、1 時間値の 1 日平均値
0．15ｍｇ／㎥を超える浮遊粒子状物質の汚染とする。  
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本判例は、損害賠償については、被告企業らに対し患者 96名に対する総額 2億 8962
万円、被告国に対し患者 3 名に対する総額 2809 万円の支払を認めた。また、差止請
求については、被告国に対し、患者 1 名との関係で、国道 23 号線を自動車の走行の
用に供することにより、浮遊粒子状物質の濃度が 1 時間値の 1 日平均値 0．159ｍｇ
／㎥を超える汚染となる排出をしてはならない旨を命じた。  
（Ⅱ） 判旨 
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千葉大調査における 1 時間値の 1 日平均値 0．159mg／㎥の濃度を超える範囲で差
止めを認める。  






を被告として、22 億 3850 万円の損害賠償請求及び差止請求訴訟を提起した。  
本判例は、被告国、被告東京都及び被告公団に対し、国家賠償法 2 条 1 項、民法
719 条に基づき、総額 7920 万円の損害賠償金の支払義務を認めた（賠償額内訳は、
被告国 4070 万円（被告東京都との連帯支払義務）、被告東京都は 4950 万円（内金
4070 万円は被告国との連帯支払義務、内金 330 万円は被告公団との連帯支払義務）、
被告公団は 3300 万円（内金 330 万円は被告東京都との連帯支払義務）。他方、被告
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（ⅱ） 共同不法行為の成否  
（Ａ） 要件及び効果 
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なる大気汚染物質の上記汚染濃度を認定することができないから、差止請求は認めら
れない109。 
3 大気汚染訴訟の分析  
（1） 複数汚染源に対する請求全体の分析  
（Ⅰ） 損害賠償請求 
損害賠償請求は何らかの形ですべて認容されている（判例①ないし判例⑧）。  














題とし、特定競合行為者間の寄与度に限って民法 719 条 1 項前段の責任を認めてい
る110。  
判例⑤は、民法 719 条 1 項前段の共同不法行為につき、客観的共同説に立ちつつ、
その客観的関連共同性は社会通念上全体として一個の行為と認められる程度の一体
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性があるものに限定されるとする（同条項後段については、前段との効果の違いを示
唆しつつも、要件については触れていない）。  




要とするものとした上で、その効果は減免責の主張を認めない。民法 719 条 1 項後
段は、択一的競合の場合に（寄与度不明の場合も含む）、個別的因果関係を推定する
規定とする。民法 719 条 1 項前段にあてはまらない競合的不法行為についても、一
定の場合には同条後段の類推適用を認めるとする。  
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111 牛山積「尼崎公害訴訟判決」法律時報 72 巻 4 号（2000 年）2 頁によると、「民法 719 条 1 項
前段の共同不法行為を認めたために、本件各道路からの浮遊粒子状物質の差止命令において、各
道路からの寄与度を問題としなかったことに結び付いたと考えてよい」とする。神戸・前掲（注
109）247 頁以下も同様の指摘をする。大塚『環境法』・前掲（注 6）690 頁も、本判決は、沿道住
民にとって被告国及び被告公団が連帯的関係に立つと評価する。  
112 司法研修所『七訂  民事判決起案の手引』法曹会（1988 年）11 頁以下によると、金員の支払
を求める主文の場合、複数の被告に対し、それぞれ全額の支払いを命じるときは「各自」「それぞ
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部差止めを認めたことは明示されていない。金銭の支払義務の場合、可分債務である










はまらないと考える114。この点は、後述する（第 3 章第 3 2（4））。 
以上から、判決⑥は、本論文が目的とする複数汚染源に対する全部差止義務を認め
る判例の一つと評価できる。  

















113 潮見佳男『プラクティス民法  債権総論［第 4 版］』信山社（2012 年）549 頁以下、中田裕康





東北ローレビュー Vol.8 (2020. November) 
複数汚染源に対する差止の根拠及び要件 
（岡本 千代（小原 千代）） 73 
係があるなど場合に、各主体に対する連帯差止請求が許容されるとし、共同不法行為
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第 3 章 複数汚染源に対する全部差止義務の要件及び効果の分析 
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118 伊藤滋夫編著『要件事実講義』商事法務（2008 年）188 頁以下、189 頁注 45。同書によると、
要件事実を決める最終的基準は、実体法の解釈によって決まる実体法の制度趣旨に合致する立証
責任の公平な負担であるとする。  
東北ローレビュー Vol.8 (2020. November) 
複数汚染源に対する差止の根拠及び要件 
（岡本 千代（小原 千代）） 76 
第 2 執行方法についての学説の進展状況  
1 抽象的差止請求の適法性に関する問題点 
民事訴訟においては、審判の対象たる訴訟上の請求ないし訴訟物は処分権主義の観
点から原告が特定する必要があり（民事訴訟法 133 条、246 条等）、これにより被告
の防御の対象が定まる。また、訴訟上の請求ないし訴訟物によって、確定判決の既判
力の範囲も確定する（同 114 条）。そのため、訴訟上の請求ないし訴訟物は特定して























119 近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟（第 17 回・最終回、主文と執行の問題）」ジュリスト 502 号
（1972 年）91 頁、92 頁[井口牧郎発言]、富田善範「不作為執行（生活妨害差止めの執行）」大石
忠生ほか編『裁判実務体系 7（民事執行訴訟法）』青林書院（1986 年）495 頁など。  
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（Ⅰ） 竹下説121  
権利侵害の発生源と侵害結果による特定で足りる。判決手続で不作為義務を確定し、
次に執行手続において、第一次的には間接強制（民事執行法 172 条 1 項）で加害者
に侵害防止措置を講じさせ、不奏功の場合に初めて、将来のための適当の処分（民法
414 条 3 項後段）として被害者が具体的内容を特定し、授権決定を得て代替執行によ
り作為を求めることができる（民事執行法 171 条 1 項、民法 414 条 3 項前段）。これ
らの設備設置を命ずる決定は、実体法上の作為請求権につき執行手続内で略式に作成
される債務名義（民事執行法 22 条 3 項）たる性質をもち、その設置義務の存在を争
う債務者としては、請求異議の訴えを提起して判決手続に持ち込むことができる 122。 















討」立教法学 13 号（1974 年）1 頁。  
121 竹下・前掲（注 120）1 頁。同「生活妨害の差止と強制執行・再論」判例タイムズ 428 号（1981
年）27 頁。  





123 上村・前掲（注 90）273 頁。  
124 松浦馨「差止請求権の強制執行」三日月章＝中野貞一郎＝竹下守夫編『新版・民事訴訟法演習
2』有斐閣（1983 年）274 頁。  
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年）47 頁。  
127 川嶋四郎「差止請求―抽象的差止請求の適法性の検討を中心として」ジュリスト 981 号（1991
年）68 頁。  
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・神戸地判昭和 61 年 7 月 17 日判例時報 1203 号 1 頁、判例タイムズ 619 号 139
頁（国道 43 号線訴訟第一審判決）  
・千葉地判昭和 63 年 11 月 17 日判例時報臨時増刊平成元年 161 頁、判例タイムズ
689 号 40 頁（千葉川鉄公害訴訟事件）  
・西淀川第 1 次公害訴訟事件（判例①）  
・川崎第 1 次公害訴訟事件（判例②）  
・倉敷公害訴訟事件（判例③）  
（Ⅱ） 判例の理由 
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（2） 適法説 
（Ⅰ） 判例 
・大阪高判平成 4 年 2 月 20 日判例時報 1415 号 3 頁、判例タイムズ 780 号 64 頁（国
道 43 号線控訴審判決）  
・最判平成 5 年 2 月 25 日裁判集民事 167 号 359 頁、判例時報 1456 号 53 頁、判
例タイムズ 816 号 137 頁（横田基地第 1 次、第 2 次訴訟上告審判決） 
・最判平成 7 年 7 月 7 日民集 49 巻 7 号 2599 頁、判例時報 1544 号 39 頁、判例タ
イムズ 892 号 152 頁（国道 43 線訴訟上告審判決）128 
・西淀川第 2 次~第 4 次公害訴訟事件（判例④） 























イムズ 918 号（1996 年）62 頁以下）と請求の適法性の判断を留保したとする見解（田中豊「判
例解説（最判平成 7 年 7 月 7 日）」『最高裁判所判例解説民事篇平成 7 年度（下）』737 頁）がある。  
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請求の特定に欠けるものでない（最判平成 5 年 2 月 25 日、上記横田基地第 1 次、第
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条）、間接強制の申立を行う（同 172 条 1 項）。間接強制決定（不作為命令及び不作
為命令違反の場合の金銭支払命令）は新たな債務名義となり（同 22 条 3 項）、債権
者は、不作為義務違反の存在及び回数を書面で証明した上で、条件成就執行文（請求
の範囲《金額》が特定・明示されている）の付与を受けることができる（同 27 条 1
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項）。そして、かかる執行文の付与された間接強制決定正本を執行機関に提出して、




























130 藤田広美『民事執行・保全』羽鳥書店（2010 年）201 頁以下、司法研修所編『民事弁護教材  民
事執行』日本弁護士連合会（1993 年）100 頁以下参照。  
131 大塚『環境法』・前掲（注 6）689 頁以下によると、差止を肯定した尼崎公害訴訟事件（判例⑥）、
名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）は、複数汚染源の抽象的差止請求の適法性について直接触れ
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132 佐藤彰一「差止請求論」法律時報 66 巻 10 号（1994 年）48 頁。牛山「共同不法行為と差止請
求」・前掲（注 8）26 頁、淡路「公害・環境問題と法理論」・前掲（注 10）90 頁も、一定の場合に、
汚染者相互間の協議、協力義務を認める。  
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133 近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟」ジュリスト 489 号・前掲（注 11）124 頁以下。同 126 頁
以下で、新堂幸司博士が本文のような判決が可能か、そのような実体法上の請求権というものが
考えられないかという趣旨のコメントをしている。  
134 沢井『公害差止の法理』・前掲（注 85）110―114 頁、四宮・前掲（注 34）466 頁注（一）、広
中俊雄『現代法律学全集 6 物権法（第 2 版増補）』青林書院（1987 年）229、236 頁以下。  
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（Ⅱ） 所有権に基づく共有登記抹消請求  











と）移転登記を実現することができないとされているのである 139。  
（Ⅲ） 契約に基づく共有登記移転登記請求 





135 西村信雄編『注釈民法（11）債権（2）』有斐閣（1965 年）31 頁（椿寿夫記載部分）によると、
不可分債務とは目的たる給付が不可分である債務であるところ、物権的請求権の場合には、給付
（債務の目的）が不可分ではないので、不可分債権の規定が類推されているとする。  





137 宮田信夫「判例解説（最判昭和 38 年 3 月 12 日）」『最高裁判所判例解説  民事篇（昭和 38 年
度）』94 頁。  
138 三平聡史『共有不動産の紛争解決の実務』民事法研究会（2017 年）150 頁。  
139 登記手続上は、売主の共同相続人全員が登記義務者として登記の申請をしなけらばならない
（法務省昭和 27 年 8 月 23 日民事甲 74 号民事局長回答[登記関係先例集下 1917 頁]）。  
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140 奈良次郎「判例解説（最判昭和 44 年 4 月 17 日）」「最高裁判所判例解説  民事篇（昭和 44 年
度）」1014 頁参照。  
141 東京高決昭和 41 年 3 月 31 日下民集 17 巻 3・4 号 209 頁の立場。同東京高裁は、共同相続人
に対する不動産の所有権移転登記訴訟を固有必要的共同訴訟と解したが、かかる見解は最高裁の
見解に反するとして、最高裁に移送した（これに対する判決が、最判昭和 44 年 4 月 17 日）。  









143 下森定「判批（最判昭和 50 年 3 月 6 日）」判例評論 200 号（1975 年）27 頁以下によると、合
同債務とは数人が全員で履行してのみ初めて目的を達成しうる債務と定義されている。中田『債
権総論』・前掲（注 113）468 頁以下も同様の立場に立つ。  
144 星野英一「判批（最判昭和 50 年 3 月 6 日）」法学協会雑誌 9 巻 10 号（1976 年）126 頁以下に
よると、「全債務者が手をつながないと履行できない点でまさしくドイツでいう  Gesamthand- 
gemeinschaft の債務」に近いとする（星野博士によると「合手的債務」という）。  
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（3） 共有者被告ら間の関係についての判例  




























7 版］』別冊ジュリスト 224 号（2015）28 頁以下によると、本判例の債権者代位権は、債務者（買
主）の同時履行の抗弁権を封じるため、さらにいえば、共同相続人間で相互に移転登記に協力さ
せる制度の欠缺を補うためのものであり、債権者代位権の制度が借用されたものであったとする。 
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る148。本判例では、ＸらとＹ1 との間に履行協力請求についての権利義務関係が認め
られれば、債権者代位権の制度を借用する必要はなかったものと思われる。  
（4） 各被告間の履行協力義務の実体法的考察  
共有者が被告の場合における判例のうち、特に、物権的請求権に基づく事案が、複
数汚染源の被告らに対する人格権に基づく全部差止義務との関係で参考になる。  























最判昭和 38 年 3 月 12 日が、共有名義の登記抹消請求につき、共有者全員が手続
しなければ登記できないことを重視して、全員を被告とする必要的共同訴訟とした点、
あるいは、最判昭和 43 年 3 月 15 日が、共有者の一人に対して全部請求認容判決を
 




権総論』・前掲（注 113）468 頁参照）。  
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151 下森・前掲（注 143）27 頁以下、星野「判批」・前掲（注 144）126 頁以下、奈良・前掲（注
140）1014 頁、中田「共同型債務について」・前掲（注 145）393 頁以下によると、不可分債務と
合手的債務は両立しない概念であることを前提としているように思われる。  
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152 大塚『環境法』・前掲（注 6）675 頁以下参照。  
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また、本判例は、前記第 3 章第 2 3（2）（Ⅱ）（ⅰ）記載のとおり、連帯的差止請
求が認められる場合（汚染源の主体相互の間に主・従の関係や密接な関係がある場合）
か、個別主体に対する差止請求が主要汚染源に対するものでない限り、抽象的差止請
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153 田山・前掲（注 105）33 頁によると、本判例は、従来から、客観的関連共同性を前提として、
主観的要素（被害の認識可能性等）を認定できる場合には、強い関連共同性を認めることができ
ると解されてきたことを理由として、強い関連共同性のある共同不法行為として認識して、民法
719 条 1 項を適用したものと解してよいのではないかと述べる。  
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路排煙間については民法 719 条 1 項前段の関連共同性が認められるとしたのに対し、
国道 2 号線の道路排煙と大阪西宮線及び国道 43 号線の道路排煙との間の関連共同性
に関しては民法 719 条 1 項前段の関連共同性は認められないとした（国道 2 号線が
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前者については、b 国道 43 号線と大阪西宮線の立地状況、c 各道路の道路排煙によ
る大気汚染状況などを考慮して民法 719 条 1 項前段の関連共同性を判断しており、


























在が認められるとし、民法 719 条 1 項前段の関連共同性（強い関連共同性）を認め
た。考慮要素からすると、被告企業間の工場排煙排出行為については、「要件①」「要
件② 現実的な履行協力関係」の充足が認められると思われる。  
他方、民法 719 条 1 項前段の関連共同性の判断において、操業開始時期の不一致、
操業場所の散在、業種が異なること、生産工程の結合関係、製品の取引関係、資本的、
人的、組織的関係が格別強いものとはいえないことから、被告企業らの結合関係は緊
東北ローレビュー Vol.8 (2020. November) 
複数汚染源に対する差止の根拠及び要件 

































（5） 判例⑧ 東京大気汚染公害訴訟事件 
「要件①」について検討する。  
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第 4 章 複数汚染源に対する全部差止請求の根拠及び要件についての結
論 
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掲（注 6）694 頁）。  
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間接強制決定に基づく金銭執行については、各被告らの履行状況を一定の期間、測
定等確認した上で、判断せざるを得ないであろう。特に、寄与の割合が異なる被告ら
間において、間接強制決定による金銭執行の際の不作為命令違反の認定には困難を伴
うことが予想される。ここで、被告らの間の協議内容（協定等）が重要な指標になり、
協議内容（協定等）の各自の履行状況が不作為命令違反の認定の判断の目安になると
思われる。  
 
 
